
令和７年度 御船町監査計画 

 

令和７年４月 

御船町監査委員 

 

第１ 基本方針 

  監査委員は、地方自治法により設置された独立の執行機関として、町の行財政運営

の健全性と透明性の確保に寄与し、もって住民の福祉の増進と町政への信頼確保に努

めるため、御船町監査基準に基づいた監査を実施するものとする。 

 

第２ 実施方針 

  監査は次の点に留意して実施するものとする。 

１ 監査の観点は、合規性及び正確性のみならず、経済性、効率性及び有効性の観

点からも監査を行い、町の施策の推進及び事務改善に繋がるような指導又は助言

を行う。 

２ 監査の方法は、誤り、不正、事故等が発生する可能性の高い事項を重点的かつ

優先的に行うリスクアセスメントの手法を採用し、効果的かつ効率的な監査を実

施する。 

３ 監査の実施は、定められた事務処理のルール等を遵守する体制となっているか

などに留意して行う。 

４ 監査結果に対する処理状況の適切な点検により、再発防止や業務改善を確認す

る。特に、重大な指摘事項については、対象機関に直接聴取し指導を行うなど、

再発防止に向けた取組を徹底する。また、ミスの発生原因の大半がケアレスミス

であるため、再発防止が図られるよう、ミスの発生原因や背景を分析し、注意喚

起を図るとともに、より積極的に制度的な課題に対する改善要望や監査結果のわ

かりやすい情報発信等に取り組む。 

 

第３ 監査の実施計画 

１ 例月現金出納検査（地方自治法第２３５条の２第１項） 

 ⑴実施方法 毎月の現金の出納の計数及び現在高の正確性を検証するとともに、

現金の出納事務が適正に行われているかを検査する。 

 ⑵実施時期 毎月１５日から２０日までの間に実施する。 

ただし、やむを得ない理由があるときは、期日を変更する。 

（御船町監査委員に関する条例第７条） 



２ 決算審査（地方自治法第２３３条第２項及び地方公営企業法第３０条第２項） 

 ⑴実施方法 決算その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、予算の執

行及び事業の経営が、適正かつ効率的に行われているかを審査、全課

を対象に実施する。 

⑵実施時期 ７月から８月 

 

３ 基金運用状況審査（地方自治法第２４１条第５項） 

  ⑴実施方法 基金の運用状況を示す書類の計数の正確性を検証するとともに、基

金の運用が適正かつ効率的に行われているかを審査する。 

  ⑵実施時期 ７月から８月 

 

４ 健全化比率及び資金不足比率の審査 

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項、第２２条第１項） 

  ⑴実施方法 健全化判断比率及び資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載

した書類の適正性を確認するとともに、これらの比率がその書類に

基づいて正確に算定されているかどうかを審査する。 

  ⑵実施時期 ７月から８月 

 

５ 定期監査（地方自治法第１９９条第４項） 

  ⑴実施方法 全課を対象として、財務に関する事務の執行及び公営企業会計の経

営に係る事業の管理が適正かつ正確に行われているかを主眼とし、

より少ない費用で、最大限の成果を得ているかという観点からも監

査を実施する。 

ただし、小・中学校は３年に１回のとし、本年度の対象校は次のと

おりとする。 

御船小学校、七滝中央小学校、木倉小学校 

⑶実施時期 １１月 

 

６ 行政監査（地方自治法第１９９条第２項） 

⑴実施方法 事務事業の執行が経済性、効率性及び有効性の観点から行われてい

るか。また、法令等の定めるところに従って適正に行われているか、

事務手続きが適切かつ正確に行われているかについて実施し、具体

的な監査対象については、別途通知する。 

⑵実施時期 １１月 



７ 財政援助団体等監査（地方自治法第１９９条第７項） 

 ⑴実施方法 町が財政的援助を与えている団体及び指定管理者を対象に、当該財

政的援助に係る出納その他の事務が適正かつ効率的に行われている

かを主眼として監査を実施する。また、町の指導及び監督が適切に

行われているかという観点からも監査を実施する。具体的な対象団

体については、別途通知する。 

⑵実施時期 別途通知する。 

 

８ 随時監査（地方自治法第１９９条第５項） 

 ⑴実施方法 必要があると認めるときに実施する。 

 ⑵実施時期 別途通知する。 

 

第４ 監査実施体制・実施場所 

監査委員２名が、監査対象に対し等しく責任を持ち、その職務にあたる。 

また、監査委員の事務を補助する監査委員事務局職員は、監査委員による適切

な指揮監督のもと、監査事務を遂行する。 

実施場所については、監査委員室を原則とするが、出先機関については現地で

実施する場合がある。 


